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平成２３年度 政府予算案（大阪府関係）の決定内容 

平成 22 年 12 月 28 日 

大 阪 府 

 

注） （全）：全国枠予算、（国）：国費ベース 

 

 

 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

主要最重点項目 

１．地域主権の実現 

（１）自治財政権の確立 

◇ 地方税の充実強化に向けた地方消費税

の拡充、地方法人特別税の廃止、課税自主

権が発揮できる環境整備 

◇ 国庫補助負担金等の一括交付金化と財

源移譲後の廃止、委託事業の全額国庫負担

◇ 地方一般財源総額の確保 

 

◆概算要求の状況    

地方交付税 総務省            （全）１６兆８，６０５億円

（(Ｈ２２)１６兆８，９３５億円）

○地方一般財源総額見込み５９兆４，９９０億円程度 

（(H２２)５９兆４，１０３億円） 

○三位一体改革で削減された地方交付税を復元するとともに、地域経済を活

性化し、元気な日本の復活を図る観点から、一般会計からの別枠の加算（１

兆４，８５０億円）を平成 22 年度同様に行う。 

（参考）平成 18 年度所得税税源移譲額の交付税率相当額（H23 ベース）

※ 試算額所得税の８％相当＝１兆７２５億円 

○平成 23 年度の財源不足は折半で補てんし、国負担分相当額について交付

税率を引上げ 3 年間固定し、地方団体の予見性を高める。 

・ 国負担相当額５兆２，３４７億円 

（国税５税の 16.5％相当→交付税率 47.9％） 

○平成 24 年度以降の 2 年間の財源不足の変動は臨時財政対策債で調整し、

地方財政の自律性を高める。 

地域自主戦略交付金 内閣府 （概算要求に記載なし） 

○国庫補助負担金のうち、平成 23 年度から投資補助金の一括交付金化（全

体は１兆円規模とし、初年度は都道府県分のみ）。 

※ 配分ルール、継続事業の扱い等については今後検討 

 

（全）１７兆３，７３４億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（全）  ５，１２０億円 

（２）自治行政権、自治立法権の確立 

◇ 国と地方の役割分担の見直しと権限移

譲（分権委第１次勧告の実施） 

◇ 国の出先機関の原則廃止、地方移管に必

要な人員、財源の移管 

◇ 国による画一的な義務付け・枠付けの 

見直し、条例による法令の「上書き権」の

整備 

 

 

◆予算項目以外の状況 

地域主権推進一括法案（義務付け・枠付けの見直し） 

国会提出（H22.3）。通常国会にて参院可決の後、継続審議扱い 

地域主権戦略大綱の閣議決定（H22.６） 

○義務付け・枠付け見直し 

第 2 次見直しとして 308 項目 538 条項の見直しを H23 通常国会提案。また、第 3 次勧告等の実現

に向け引き続き検討 

○基礎自治体への権限移譲 

68 項目 251 条項の移譲を H23 通常国会提案 

○国の出先機関の原則廃止 

アクションプラン策定（H22.12.28 閣議決定） 

関西広域連合など出先機関の事務・権限のブロック単位での移譲を受けようとする具体的意思を有する

地域との間で、十分な協議・調整を行うこと等記載予定。 

２．”競争による成長“戦略の実現 

（１）国の成長エンジンである大阪都市圏の

競争環境の整備 

「国際戦略総合特区（仮称）」 

「地域活性化総合特区（仮称）」 

の創設・指定 

◆概算要求の状況   内閣府 

総合特区制度の創設                    （全）８２３億円（新規）

○総合特区推進調整費            （全）８２０億円（新規）

 

（全）１５２．５億円 

（全）１５１億円 

◆予算項目以外の状況（税制改正） 

・国際戦略総合特区における税制上の特例措置 

（投資税額控除・特別償却制度の創設、事業の課税所得控除の創設） 

・地域活性化総合特区における税制上の特例措置 

（社会的課題解決に資する事業（ソーシャルビジネス等）を行う中小企業に対して個人が出資した場合に、

当該個人の投資年度の総所得額から一定額を控除できる制度を創設） 

確定版 
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注） （全）：全国枠予算、（国）：国費ベース 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

（２）成長を支える都市基盤整備の強化 

◇ 関西国際空港のハブ化の推進（大阪国際

空港との経営統合、就航促進、鉄道アクセ

ス改善等） 

 

 

 

 

◆概算要求の状況 国土交通省   

○関空・伊丹の経営統合に係る準備経費        （国）１２億円 

 （企業会計準備や伊丹の資産評価、業務システムの調達等）  （新規）

○関西国際空港株式会社補給金              （国）７５億円 

（(2２) ７５億円）

○国直轄事業               

・航空保安施設の整備                 （国） ２億円

（(2２)  １３億円）

○国際拠点空港へのアクセス改善を通じた大都市の国際競争力強化 

（国）1.35 億円 （(２２) 1.35 億円）の内数

 

（国）１０億円 

 

（国）７５億円 

 

 

（国）２億円 

 

 

（国）１.２５億円の内数 

◇ 阪神港（国際コンテナ戦略港湾への位置

付け、資源の集中投資） 

◆概算要求の状況  国土交通省 

○国際コンテナ戦略港湾（阪神港・京浜港）のハブ機能を強化するためのイ

ンフラ整備と貨物集約等総合的な対策【元気な日本復活特別枠】 

（国）４０１億円（対前年度比２．４６）

・港湾非公共・その他施設費            （国）５．７０億円

・フィーダー機能強化事業            （国）１３．４９億円

・港湾公共                  （国）３８１．２３億円

 

○新規制度創設 

・直轄事業の国費負担率の引き上げや対象施設の見直し（法改正） 

・港湾経営会社への無利子貸付（法改正） 

・国有港湾施設の直接貸付（法改正） 

・大型で荷役効率が高いガントリークレーンの整備に係る補助 

・内航フィーダー輸送に必要な荷役機械の整備に係る補助 

・国際コンテナ戦略港湾フィーダー機能強化事業 

 

 

 

（国）３２７億円 

（国）２．８７億円 

（国）８．０９億円 

（国）３１５．７１億円 

 

 

制度創設 

制度創設 

制度創設 

予算措置されず 

予算措置されず 

制度創設 

 

◆予算項目以外の状況 

国際コンテナ戦略港湾として、阪神港、京浜港を選定（平成 22 年 8 月６日） 

○税制改正 

・外貿埠頭公社の民営化に伴い承継する不動産に係る特例措置 

・国際コンテナ戦略港湾を含む重要港湾の港湾経営会社等が取得した上物施設に係る特例措置 

◇ 都市圏高速道路の一体的運営（料金の一

元化・ミッシングリンクの解消）、新名神

高速道路早期完成 

 

◆概算要求の状況  国土交通省 

地方向け補助金等公共事業関係予算 

・社会資本整備総合交付金         （国）２兆２，０００億円 

（(2２)２兆２，０００億円）

 

 

 

（国）１兆７，５３９億円 

 

 

 

 

（３）大都市圏法制度等の抜本的見直しと再

構築 

◇ 現行の大都市圏法制度の抜本的な見直

し・再構築、都市再生特別措置法の前倒し

延長・拡充 

◆概算要求の状況  国土交通省 

○国家戦略としての大都市圏の国際競争力強化     （全）２．４億円

(2２)８，４００万円）

○国際競争拠点都市整備事業の創設           （全）６１億円

（新規）

 

（全）１．１億円 

 

（全）４３億円 

※地域自主戦略交付金（仮称）の

創設に伴い、社会資本整備総合交

付金から 3,760 億円を移行 
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注） （全）：全国枠予算、（国）：国費ベース 

 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

最重点項目 

１．国の責任において確保すべき 

セーフティネットの整備 

【社会保障制度のあり方】 

◇ 社会保障制度（後期高齢者医療制度、障

がい者自立支援制度、介護保険制度等）の

見直し 

◆予算項目以外の状況（各制度の検討状況） 

H22.6.29 「障害者制度改革の推進のための基本的な方向について」閣議決定 

H22.11.30 社会保障審議会介護保険部会「介護保険制度の見直しに関する意見」 

H22.12.20 高齢者医療制度改革会議「高齢者のための新たな医療制度等について（最終とりまとめ）」 

※ いずれの制度も平成２３年以降に関連法案が提出される予定。 

◇ 子ども手当の国による全額責任 

 

 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

子ども手当                （全）１兆７，３７５億円 

（(H2２) １兆４，７２２億円）

 

（全）２兆０，０７７億円 

 

◇ 福祉医療費公費制度の国による早期制

度化、地方単独事業に対するペナルティ廃

止 

 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

○市町村の国民健康保険助成に必要な経費  （全）３兆４，５８１億円 

（(H22)３兆３，１６８億円）

○国保組合の国民健康保険助成に必要な経費   （全）３，２７７億円 

（(H22)３，２５５億円）

 

（全）３兆４，００５億円 

 

（全）３，２５１億円 

 

◇ 特定疾患治療研究事業の都道府県の超

過負担解消、拠点整備 

 

 

◆概算要求の状況 厚生労働省  

特定疾患治療研究事業  （全）２７５．４億円（(H2２)２７２．０億円）

（※Ｈ23 年度より先天性血液凝固因子障害等治療研究事業を含む）

 

（全）２８０億円 

 

【医療体制の確保】 

◇ 医師の地域別・診療科目別偏在是正対策

◇ 診療報酬（小児救急を含む救急医療や周

産期医療など）の見直し 

 

◆概算要求の状況 厚生労働省  

救急医療・周産期医療の体制整備  （全）230.9 億円（(H22)261 億円）

○救急医療体制の整備         （全）54.6 億円（(H22)63 億円）

○ドクターヘリ導入促進事業の充実   （全）29.3 億円（(H22)28 億円）

○重篤な小児救急患者に対する医療の充実（全）6.0 億円（(H22)3.1 億円）

○周産期医療体制の充実        （全）85.2 億円（(H22)87 億円）

地域医療確保対策の推進      （全）３８５億円（(H22)369 億円）

○地域医療支援センターの整備         （全）17.1 億円（新規）

○臨床研修の充実               （全）30.9 億円（新規）

○女性医師等の離職防止・復職支援   （全）24.4 億円（(H22)25 億円）

 

（全）２０７億円 

（全）５３億円 

（全）２９億円 

（全）４．６億円 

（全）７１億円 

（全）３２９億円 

（全）５．５億円 

（全）１０億円 

（全）２２億円 

【がん対策】 

◇ 市町村へのがん検診の財源措置、「がん

診療連携拠点病院」の指定強化、子宮頸が

ん予防ワクチンの公費助成と定期接種 

 

 

◆概算要求の状況 厚生労働省  

がん検診推進の強化                 （全）１５４億円

（(H22)１１１億円）

○働く世代への大腸がん検診推進事業       （全）５５億円（新規）

○女性特有のがん検診推進事業           （全）７２．９億円

（(H22) ７５．７億円）

がん診療連携拠点病院機能強化事業           （全）３４億円

（(H22)３４億円）

 

 

（全）１３９億円 

 

（全）４１億円 

（全）７２億円 

 

（全）３４億円 

【児童虐待対策の充実】 

◇ 児童相談所や市町村における相談体制

の強化、地域実情に応じた職員配置基準の

見直し 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

・虐待を受けた子ども等への支援（全）８４８億円（（Ｈ22）８４１億円）

 ○児童相談所の機能強化 

 

（全）８５９億円 

 

＊概算要求が行われていた「子宮頸がん予防対策強化事業（150 億円）」に

ついて、22 年度補正予算により「子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進臨時

特例交付金」として予算措置されたため、23 年度予算としては取り下げ 

現金給付：①３歳未満：月額 20,000 円／②３歳以上～中学校修了：月額 13,000 円 

   ⇒２２年度同様の地方負担あり。（①による増加分は国が全額負担） 

現物サービス：５００億円の交付金を新たに創設 
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注） （全）：全国枠予算、（国）：国費ベース 

 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

２．誰もが安心して暮らせる大阪、活力ある

大阪の実現 

（１）子どもの「学び」と「はぐくみ」を支

える教育施策の充実 

◇ 少人数学級が可能となるよう学級編制

標準の見直し等、教職員定数等の改善、教

育予算の充実 

 

 

◆概算要求の状況 文部科学省 

義務教育費国庫負担金           （全）１兆６，０２７億円 

                    （(H22)１兆５，９３８億円）

新・公立義務教育緒学校教職員定数改善計画（案）     ８，３００人

 

 

 

○３５・３０人学級の推進 

・３５人学級（小学校１，２年）             ７，８００人

 

○３５・３０人学級の実施に伴う教職員配置の充実 

① 副校長・教頭の配置の充実               ２２０人

② 生徒指導（進路指導）担当教員の配置の充実         ６０人

③ 事務職員の配置の充実                 ２２０人

 

（全）１兆５，６６６億円 

 

４，０００人 

（うち 1,700 人は加配定数 

からの振替え） 

○小学校 1 年生の 

35 人以下学級の実現 

３，７７０人 

○３５人以下学級の実施に 

伴う教職員配置の充実 

① １００人 

②  ３０人 

③ １００人 

◇ 就学支援金制度の拡充、授業料減免支援

に係る地方交付税の増額 

 

 

◆概算要求の状況 文部科学省 

公立高校の授業料無償制及び高等学校等就学支援金（全）３，９３３億円 

                   （(H2２) ３，９３３億円）

○公立高等学校授業料不徴収交付金       （全）２，３９３億円 

○高等学校等就学支援金交付金         （全）１，５３６億円 

高校生に対する給付型奨学金事業        （全）１２２億円（新規）

○低所得世帯の生徒（年収約３５０万円未満）に対する給付 

  支給額：教科書等図書費相当額 年額 18,300 円／人 

○特定扶養控除見直しに伴って負担増となる生徒に対する給付 

 （定時制・通信制高等学校（公立）、特別支援学校の高等部） 

  支給額：年額 24,500 円～62,000 円／人 

 

（全）３，９２２億円 

 

（全）２，３８５億円 

（全）１，５３４億円 

（全）０億円 

◇ 学校施設の耐震化に向けた補助制度の

拡充・延長 

 

 

 

 

 

 

◆概算要求の状況 文部科学省 

公立学校施設の耐震化の推進等        （全） ２，１９２億円 

（(H22 当初) １，０３２億円・(H22 予備費(第一次))８１８億円）

＊≪(H22 補正)１，１７７億円・(H22 予備費(第二次))１６０億円≫

私立学校施設等の耐震化の促進            （全） ６２億円

                    （(H22)   ４９億円）

※ 新たに耐震性の低い校舎等の改築（建替え）に対する補助も実施

私立の高等学校、中等教育学校、中学校、小学校及び特別支援学校への 

補助率＝１／３以内【Is 値 0.3 未満の施設の耐震化は１／２以内】 

 

（全）８０５億円 

（＊H23 年度に活用する 

H22 補正予算等と合わせて 

２，１４２億円） 

 

（全）５２億円 

◇ 小学校６年生及び中学校３年生全児童

生徒の「全国学力・学習状況調査」対象化

 

◆概算要求の状況 文部科学省 

全国的な学力調査の実施             （全）３６．７億円 

（（Ｈ２２）３２．９億円）

○全国学力・学習状況調査の実施         （全）３６．５億円 

○学力調査を活用した専門的な課題分析に関する調査研究（全）０．２億円

 

（全）３５．５億円 

 

（全）３５．３億円 

（全）０．２億円 
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注） （全）：全国枠予算、（国）：国費ベース 

 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

（２）治安総合対策推進のための警察基盤の

整備 

◇ 警察活動基盤の充実・強化 

 

 

◆概算要求の状況 警察庁 

警察基盤の充実強化              （全）４０７．１億円 

（(H2２) ３５２．３億円）

○人的基盤の充実強化             （全）  ６．１億円 

（(H2２) ６．２億円）

 

・地方警察官の増員 増員数 ８３３人 

・国家公務員の増員 増員数 １７６人 

 

○装備資機材・警察施設の整備充実       （全）４０１．０億円 

（(H2２) ３４６．１億円）

・現場執行力強化 

・警察通信基盤の整備充実 

・警察活動の拠点たる基盤施設の整備 

 

治安水準の更なる向上のための総合対策の推進 

○犯罪が起きにくい社会づくりの推進 

・街頭防犯カメラの設置の推進        （全）５．０億円（新規） 

○客観証拠重視の捜査のための基盤整備 

・ＤＮＡ型鑑定基盤の整備            （全）２５．６億円 

     （(H2２) １６．７億円）

 

（全）３３４．６億円 

 

（全）５．５億円 

 

地方警察官の増員 

（全）８３３人 

（うち大阪８６人） 

 

（全）３２９．０億円 

 

 

 

 

 

 

 

（全）１．２億円（新規） 

 

（全）２５．４億円 

 

 


